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令 和 ６ 年 度 余 市 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算  

 

（総 則） 

第１条 令和６年度余市町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処 理 戸 数                                         ６，１７２戸 

（２） 年 間 有 収 水 量                                     １，１８０，７００㎥ 

（３） 一 日 平 均 有 収 水 量                                         ３，２３５㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

(ア) 公共下水道管渠整備事業 ５２，５９７千円 

(イ) 公共下水道処理場整備事業 １０８，５００千円 

(ウ) 公共下水道し尿等受入施設整備事業 １，５８１，８００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中総係費委託料３１，１２７千円の財源にあてるため、企業債

５，１００千円を借り入れる。 

収     入 

第１款  下 水 道 事 業 収 益 ８０５，２２９ 千円 

 第１項 営 業 収 益 ２８２，３１２ 千円 

 第２項 営 業 外 収 益 ５１７，０７３ 千円 

 第３項 特 別 利 益 ５，８４４ 千円 
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 支     出 

第１款 下 水 道 事 業 費 用 ８２１，８５７ 千円 

 第１項 営 業 費 用 ７４２，６２５ 千円 

 第２項 営 業 外 費 用 ７１，７３５ 千円 

 第３項 特 別 損 失 ７，３９７ 千円 

 第４項 予 備 費 １００ 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１８２，３５９千円は、引継金

１５，４４７千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，３３７千円及び当年度分損益勘定留保資金１６１，５７５千円で補

てんするものとする。）。 

   収     入 

第１款  資 本 的 収 入            ２，１５９，１６３ 千円 

 第１項 他 会 計 補 助 金 ５０，７８８ 千円 

 第２項 国 道 補 助 金 ８８１，４５０ 千円 

 第３項 負 担 金 ５３３，７５２ 千円 

 第４項 基 金 繰 入 金 ７６，０７３ 千円 

第５項 企 業 債 ６１７，１００ 千円 

 

   支     出 

第１款  資 本 的 支 出            ２，３４１，５２２ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費 １，７４２，８９７ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金 ５９８，６２５ 千円 
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（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それ

ぞれ３６，１２６千円及び５８３，９１３千円である。 

 (債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事     項 期     間 限  度  額 

公共下水道処理場整備事業 令和６年度から 

令和７年度まで 
７２０，０００千円以内 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利   率 償   還   の   方   法 
 

 

公共下水道事業債 

千円 

 

６２２，２００ 普通貸借又は

証 券 発 行 

５.０％以内 

（ただし、利率見直し方式で借

り入れる政府資金及び地方公

共団体金融機構資金につい

て、利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後の

利率） 

 

〇 償還期限 

 

 

 

 

 

据置期間を含め 40 年以内とし借入先

が定める償還方法による。 

ただし、財政の都合により据置期間及

び償還期限を短縮若しくは繰上償還

又は低利に借換することができる。 

〇 そ の 他     

 

起債の借入については、借入先の融資

条件による。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場

合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費   ５５，５１５千円 
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（他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３３６，４３８千円である。 

 

    



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 に 関 す る 説 明 書                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



備 考

下水道事業収益 805,229

営 業 収 益 282,312

1 下 水 道 使 用 料 266,919 下水道料金収益

2 負 担 金 15,267 雨水処理負担金

3 その他の営業収益 126 検査手数料等

営 業 外 収 益 517,073

1 受取利息及び配当金 1 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 285,650 一般会計からの補助金

3 長期前受金戻入 209,039
補助金等減価償却額に係る長期前受金の収益
化

4
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

22,368 消費税等還付金

5 雑 収 益 15 その他雑収益

特 別 利 益 5,844

1 その他特別利益 5,844 旧下水道特別会計に係る消費税等精算還付

  令和6年度余市町下水道事業会計予算実施計画  

  収益的収入及び支出  

  収　　　　　　入  

款 項 目 予定額（千円）

1

1

3

2
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備 考

下水道事業費用 821,857

営 業 費 用 742,625

1 管 渠 費 24,787 下水道管設備の維持及び作業に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 35,372
下水道中継ポンプ所・場の維持及び作業に要す
る費用

3 処 理 場 費 147,475 下水処理場の維持及び作業に要する費用

4 総 係 費 60,212
料金の調定、徴収その他業務に要する費用
事業活動全般に関連する費用

5 減 価 償 却 費 474,779 固定資産の減価償却費

営 業 外 費 用 71,735

1 支 払 利 息 71,725 企業債及び一時借入金利息

2 雑 支 出 10 その他雑支出

特 別 損 失 7,397

1 その他特別損失 7,397 旧下水道特別会計令和５年度中間納付等

予 備 費 100

1 予 備 費 100

1

  支　　　　　　出  

款 項 目 予定額（千円）

1

4

2

3



備 考

資 本 的 収 入 2,159,163

他 会 計 補 助 金 50,788

1 他 会 計 補 助 金 50,788 一般会計補助金

国 道 補 助 金 881,450

1 国 庫 補 助 金 881,450 社会資本整備総合交付金

負 担 金 533,752

1 受 益 者 負 担 金 252

2 工 事 負 担 金 533,500 し尿等受入施設建設に係る負担金

基 金 繰 入 金 76,073

1 基 金 繰 入 金 76,073 余市町公共下水道事業基金廃止に伴う繰入

企 業 債 617,100

1 企 業 債 617,100 下水道事業債

備 考

資 本 的 支 出 2,341,522

建 設 改 良 費 1,742,897

1 管渠建設改良費 52,597 下水道管渠・中継ポンプ所等の整備に要する費用

2 処理場建設改良費 108,500 下水道処理場の整備に要する費用

3 広域化共同事業費 1,581,800 し尿等受入施設建設に要する費用

企 業 債 償 還 金 598,625

1 企 業 債 償 還 金 598,625 企業債の元金償還金

4

  資本的収入及び支出  

  収　　　　　　入  

款 項 目 予定額（千円）

1

2

3

1

1

5

  支　　　　　　出  

款 項 目 予定額（千円）

1

2

- 9 -
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①当年度純利益 △ 44,330 ①有形固定資産の売却による収入

②減価償却費 474,778 ②有形固定資産の取得による支出 △ 1,557,958

③引当金の増加（△は減少） 3,305 ③無形固定資産の売却による収入

④繰延勘定償却 ④無形固定資産の取得による支出 △ 27,273

⑤長期前受金戻入額 △ 209,040 ⑤工事負担金による収入 485,252

⑥受取利息及び配当金 △ 1 ⑥国庫補助金等による収入 801,318

⑦支払利息 71,725 ⑦一般会計補助金等による収入 49,459

⑧固定資産除却費 ⑧繰延資産の取得による支出

⑨営業活動による資産及び負債の増減 △ 602,343 ⑨基金廃止による収入 76,073

　ａ　未収金の増減額（△は増加） △ 30,486 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 173,129

　ｂ　未払金の増減額（△は減少） △ 571,857

　c　前払金の増減額（△は増加） ①企業債による収入 622,200

　d　預り金の増減額（△は減少） 0 ②企業債の償還による支出 △ 598,624

小　　　　計 △ 305,906 財務活動によるキャッシュ・フロー 23,576

⑩利息の受取額 1 △ 527,183

⑪利息の支払額 △ 71,725 574,994

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 377,630 47,811６　資金期末残高

令和6年度余市町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
（単位　千円）

区　　　　　分 区　　　　　分

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

４　資金増加額（又は減少額）

５　資金期首残高



1．一　　般　　職

　（1） 総　　括

人

※　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

5,829 4,831 702 480 16,734比 較 798 996 1,188 275 1,635

千円

16,734
千円

702
千円

480

備 考

本 年 度 798
千円

996
千円

1,188

前 年 度

千円

4,831
千円千円

275
千円

1,635
千円

5,829

比 較 (1) 6

手 当 の
内 訳

区 分 扶養手当 管理職手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当

0 26,654 16,734 43,388 12,127 55,515

寒冷地手当 児童手当 合 計

12,127
千円

本 年 度

( )

16,734
千円

43,388
千円

※　地方公営企業法適用初年度のため、前年度空欄

（1） 6 0
千円

26,654
千円

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考

報 酬 給 料 手 当 計

55,515
千円

前 年 度
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額
千円 千円 千円

地方公営企業法適用初年度のため、空欄

地方公営企業法適用初年度のため、空欄

３．その他の増減分 職員数の異動状況
（現に在職する職員数）
本年度 　　7人
前年度
比　較

地方公営企業法適用初年度のため、空欄

手 当 地方公営企業法適用初年度のため、空欄

２．その他の増減分 地方公営企業法適用初年度のため、空欄

２．昇給に伴う
　　増加分

１．制度改正に伴う
　　増減分

給 料 １．給与改定に伴う
　　増加分

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考



（３）　給料及び職員手当の状況

ア．職員１人当り給与

※　地方公営企業法適用初年度のため、前年度空欄

イ．

円 円

ウ．級別職員数

人 ％

※　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

※　地方公営企業法適用初年度のため、前年度空欄

（級別の標準的な職務内容）
１ 級

一 般 行 政 職 課 長 主 幹 係 長
係 長
主 任

区       分 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 現在

６ 級

５ 級

４ 級

１ 級

計

３ 級

２ 級

(100.0) 16.6

計 ( 1 ) 6 (100.0) 100.0

１ 級 (－) (－)

５ 級 (－) 1 (－) 16.7

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現在

６ 級 (－) 1 (－) 16.7

４ 級 (－) 3 (－)

２ 級 (－) (－)

50.0

３ 級 ( 1 ) 1

区          分
一 般 行 政 職

級 職 員 数 構 成 比

高 校 卒 166,600 166,600

大 学 卒 196,200 196,200

区     分 一般行政職
一 般 会 計

一 般 行 政 職

平 均 年 齢 45歳4ヵ月

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区               分 一般行政職

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現在

平 均 給 料 月 額 316,171円

平 均 給 与 月 額 371,541円

初 任 給
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（４)　昇給

(人) (人)

(人) (人)

２号給 (人) ２号給 (人)

４号給 (人) ４号給 (人)

(B)／(A) (％) (B)／(A) (％)

※　地方公営企業法適用初年度のため、前年度空欄

（５)　期末手当・勤勉手当

本 年 度 (1.175) 2.250 (1.175) 2.250 (2.35) 4.500

前 年 度

一 般 会 計 (1.175) 2.250 (1.175) 2.250 (2.35) 4.500

※　(　)内は再任用職員

※　地方公営企業法適用初年度のため、前年度空欄

（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一 般 会 計
( 支 給 率 等 ）

（７）　その他の手当

区 分 一 般 行 政 職

本 年 度

職 員 数 (A) 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) 6

0

6

100.0

号 給 数 別 内 訳

比 率

有

２０年勤続の者

（月分）

２５年勤続の者
（月分） （月分） （月分）

備 考区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

（月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

有

６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ）

区 分
３５年勤続の者 最 高 限 度

24.586875 33.27075

支 給 率 等 47.709 47.70924.586875 33.27075

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

（ ２ ％ ～ ３ ０ ％ 加 算 ）

通 勤 手 当 同 じ

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

一 般 行 政 職区 分

前 年 度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号 給 数 別 内 訳

備 考

比 率

そ の 他 の 加 算 措 置 等

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

（ ２ ％ ～ ３ ０ ％ 加 算 ）



（単位：千円）

損 益 勘 定

留 保 資 金

令和5年度水洗便所改造等
資金貸付事務委託に係る債務
負担行為

5 6～10

令和5年度金融機関が貸付け
る水洗便所改造等資金に係る
損失補償

5 6～10

公共下水道し尿等受入施設整
備事業

4～5 514,200 6 1,310,800 678,300 207,200 425,300

公共下水道し尿等受入施設整
備事業

5 6 271,000 140,300 42,500 88,200

令和6年度水洗便所改造等
資金貸付事務委託に係る債務
負担行為

- - 6～11

令和6年度金融機関が貸付け
る水洗便所改造等資金に係る
損失補償

- - 6～11

公共下水道処理場整備事業 - - 6～7 720,000 396,000 324,000

債務負担行為に関する調書

事　　　　　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債 負 担 金

貸付額に延滞金を加算した
額の範囲内

７２０,０００千円以内

国道補助金

貸付額に対する利子相当額

貸付額に延滞金を加算した
額の範囲内

１，８２５，０００千円以内

２７１,０００千円以内

貸付額に対する利子相当額
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（単位  円）

1

（１）

イ 314,052,730

ロ 1,527,227,434

△ 14,196,839 1,513,030,595

ハ 9,456,731,191

△ 365,818,205 9,090,912,986

ニ 1,728,019,573

△ 94,334,310 1,633,685,263

ホ 227,500

0 227,500

ヘ 1,907,280

△ 429,113 1,478,167

ト 89,613,543

12,643,000,784

（２）

イ 27,272,727

27,272,727

12,670,273,511

2

（１） 47,811,088

（２） 66,612,074

114,423,162

12,784,696,673

建 物

令和6年度余市町下水道事業予定貸借対照表（当年度分）　
                                                                                          （令和7年3月31日）

資  産  の  部
固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流  動  資  産



3

（１） 5,641,606,111

5,641,606,111

4

（１） 585,623,953

（２） 12,055,000

（３） 63,660

（４） 3,305,000

601,047,613

5

（１） 6,367,400,677

（２） △ 209,039,983

6,158,360,694

12,401,014,418

6 241,019,100

7

（１）

イ 167,180,000

ロ 12,071,568

ハ 7,741,162

186,992,730

（２）

イ 44,329,575

△ 44,329,575

142,663,155

383,682,255

12,784,696,673

負  債  の  部

固　定  負  債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

企 業 債

長 期 前 受 金

未 払 金

預 り 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

剰   余   金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

一 般 会 計 繰 入 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

資   本   金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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（単位  円）

1

（１）

イ 314,052,730

ロ 262,905,720

0 262,905,720

ハ 9,380,863,646

0 9,380,863,646

ニ 1,024,966,287

0 1,024,966,287

ホ 227,500

0 227,500

ヘ 1,907,280

0 1,907,280

ト 574,897,634

11,559,820,797

（２）

イ 76,073,198

76,073,198

11,635,893,995

2

（１） 574,993,545

（２） 36,125,987

611,119,532

12,247,013,527

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

基 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

令和6年度余市町下水道事業予定開始貸借対照表
                                                                                          （令和6年4月1日）

資  産  の  部

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置



3

（１） 5,605,030,064

5,605,030,064

4

（１） 598,624,206

（２） 583,912,449

（３） 63,660

1,182,600,315

5

（１） 5,031,371,318

（２） 0

5,031,371,318

11,819,001,697

6 241,019,100

7

（１）

イ 167,180,000

ロ 12,071,568

ハ 7,741,162

186,992,730

186,992,730

428,011,830

12,247,013,527負 債 資 本 合 計

剰   余   金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

一 般 会 計 繰 入 金

資   本   金

企 業 債

未 払 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

流  動  負  債

負  債  の  部

固　定  負  債

企 業 債

固 定 負 債 合 計
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　注　記　

Ⅰ 重要な会計方針

令和6年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

1 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

　ソフトウエア：5年

2 　リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

3 　引当金の計上方法

（１） 賞与引当金

（２） 退職給付引当金

4 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ　その他の注記

　１　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　２　セグメント情報に関する注記

　　　余市町下水道事業会計は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。

　建物：15～50年　構築物(汚水管等)：50年　機械及び装置：5～20年

職印の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

退職手当組合に対する特別負担金等については、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。


